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「警察職員の職務倫理及び服務に関する規則」に対する陳情 

 

かねてより砕石事業者による地域住民への被害が問題となっており、行政へ何

度もお願いしているが改善されず、先般、問題の一つとなっている大型トラック

による被害が発生した。その為、令和３年４月 19 日（月）笠間市役所、及び笠

間警察署交通課へ陳情に伺い、後日、令和３年４月 23 日（金）同陳情内容を書

面にて茨城県知事、及び県議会議長宛提出。同日午後４時 20 分頃、笠間市行政

区第 58 区長の太田勉（以下、区長という）外申出者５名で茨城県警察本部交通

課へも陳情に伺った際に対応してくださった警察職員２名の方に対し、公務員と

しての業務遂行を要望する。 

 

経緯 

お会いした際、申出者代表：太田登（以下、代表という）が区長を紹介し、区

長が名乗り、陳情に伺った旨お伝えした後、警察職員両名は警察手帳を提示し、

「交通課の外山」「管理官の栗山」と名乗られたので、代表が区長へ名刺をいた

だけないかお願いしたところ、外山さんが、「警察は名刺を出す必要がありませ

んので、出しません」と尊大な態度。代表が「区長の陳情は公務であり、名刺を

いただけないというのは、区長を軽視している」等やり取りしたが進展しない為、

警察手帳の再度提示を求めたところ、両名は、部下の指揮・監督・指導をする立

場である警視の階級であった（警視：外山幸生氏、警視：栗山英司氏）。その対

応は「警察職員の職務倫理及び服務に関する規則」の「高い倫理観の涵養に努め

る」等々の服務規則に反した保身的態度で看過できない。従って公安委員会へ苦

情申立書の提出をしているが、更に文教警察委員会にて、調査及び審査をお願い

申し上げる。 

 

 

平成十二年国家公安委員会規則第一号 

警察職員の職務倫理及び服務に関する規則 

 

警察法施行令（昭和二十九年政令第百五十一号）第十三条第一項の規定に基づ

 

個人 

 

 

 

 

文教警察 

 

 



き、警察職員の職務倫理及び服務に関する規則を次のように定める。 

 

（目的） 

第一条 この規則は、警察職員が保持すべき職務に係る倫理（以下「職務倫理」

という。）及び警察職員の服務の基準を定めることを目的とする。 

（職務倫理） 

第二条 警察職員は、警察の任務が国民から負託されたものであることを自覚

し、国民の信頼にこたえることができるよう、高い倫理観の涵(かん)養に努め、

職務倫理を保持しなければならない。 

２ 前項の職務倫理の基本は、次に掲げる事項とする。 

一 誇りと使命感を持って、国家と国民に奉仕すること。 

二 人権を尊重し、公正かつ親切に職務を執行すること。 

三 規律を厳正に保持し、相互の連帯を強めること。 

四 人格を磨き、能力を高め、自己の充実に努めること。 

五 清廉にして、堅実な生活態度を保持すること。 

（服務の根本基準） 

第三条 警察職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、そ

の職務の遂行に当たっては、不偏不党かつ公平中正を旨とし、全力を挙げてこ

れに専念しなければならない。 

（法令等の厳守） 

第四条 警察職員は、その職務の遂行に当たっては、法令、条例、規則及び上司

の職務上の命令を厳守し、その権限を濫用してはならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第五条 警察職員は、国民の信頼及び協力が警察の任務を遂行する上で不可欠で

あることを自覚し、その職の信用を傷つけ、又は警察の不名誉となるような行

為をしてはならない。 

（個人に関する情報の保護） 

第六条 警察職員は、職務上個人に関する情報の取扱いが多いことを自覚し、正

当な理由なく、職務上知り得た個人に関する情報を漏らしてはならない。 

（職務の公正の保持） 

第七条 警察職員は、職務に支障を及ぼすおそれがあると認められる金銭、物品

その他の財産上の利益の供与若しくは供応接待を受け、又は職務に利害関係を

有する者と職務の公正が疑われるような方法で交際してはならない。 



 

附 則 

 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

〇警察職員の職務倫理及び服務に関する規則の施行について 

（平成 12 年２月４日岩警発第 114 号警察本部長） 

各 部 長 

各所属長 

このたび警察職員の職務倫理及び服務に関する規則（平成 12 年国家公安委員

会規則第１号）が別紙のとおり制定され、１月 25日に公布、施行された。 

この規則の制定の趣旨、内容は下記のとおりであるので、事務処理上遺憾のな

いようにされたい。 

記 

第１ 制定の趣旨及び内容 

１ 制定の趣旨 

最近、全国において不祥事案が相次いで発生し、国民の警察に対する信頼

を著しく損なったところであるが、警察が県民から負託された任務を全う

し、県民の信頼にこたえるためには、警察職員一人一人が職務に係る倫理を

保持し、厳正に職務を遂行する必要がある。そこで、警察庁及び各都道府県

警察の全警察職員に適用される職務倫理及び服務の基準が、国家公安委員会

規則として新たに定められたものである。 

２ 規則の内容 

（１）目的（第 1条関係） 

第１条は、この規則の目的が、職務倫理及び服務の基準を定めることであ

ることを明らかにしたものである。 

（２）職務倫理の保持（第２条関係） 

第２条は、警察職員は保持すべき職務倫理について規定したものである。 

第１項は、個人の権利と自由を保護し公共の安全と秩序を維持するという

警察の任務が、国民から負託されたものであることから、警察職員は一般国

民に比して高い倫理観を身につけるよう努め、もって、警察職員に求められ

る職務倫理を保持しなければならないことを規定したものである。 



  第２項は、警察職員が保持すべき職務倫理の基本を定めたものである。職

務倫理の基本については、「警察職員の信条」が、警察庁を含め全都道府県

において定着していることから、おおむねこれを引用している。 

なお、第２項第１号の「国家と国民に奉仕」は、「警察職員の信条」では

「国家と社会に奉仕」とされていたところ、「社会」という用語が多義的で、

いかなる社会を指すのか不明確であることから、本来の趣旨をより明確にす

るため、「国民」と改めたものである。 

（３）服務の基準（第３条から第７条関係） 

第３条から第７条までは、服務の基準について規定したものであるが、警

察の職務の特殊性から他の公務員に比して特に警察職員が遵守することが

求められ、かつ、基準といえるものを、特に規定したものである。 

ア 服務の根本基準（第３条関係） 

警察職員は、他の公務員と同様、全体の奉仕者として公共の利益のため

に勤務し、その職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなけれ

ばならないことはもとより、不偏不党かつ公平中正を旨として職務を遂行

しなければならないことを規定したものである。 

イ 法令等の遵守（第４条関係） 

警察職員は、法を執行する立場にあることから、法令、条例、規則及び

上司の職務上の命令を厳守し、その権限を濫用してはならないことを規定

したものである。 

ウ 信用失墜行為の禁止（第５条関係） 

警察がその任務を遂行するためには国民の信頼と協力が不可欠である

が、信用失墜行為は、国民の信頼を損ない協力を得難くするものであり、

警察の任務の遂行を著しく阻害することから、警察職員は厳に信用失墜行

為を戒めなければならないことを規定したものである。 

エ 個人に関する情報の保護（第６条関係） 

警察職員は、職務上個人に関する情報を取り扱うことが多く、これを知

る機会が多いことから、職務上知り得た個人に関する情報（秘密にあたる

ものに限らない。）を正当な理由なく漏らしてはならないことを規定した

ものである。 

オ 職務の公正の保持（第７条関係） 

警察職員は、何人からも、職務に支障を及ぼすおそれがあると認められ

る財産上の利益の供与又は供応接待を受けてはならないこと、また、職務



に利害関係を有する者と職務の公正が疑われるような方法で交際をして

はならないことを規定したものである。 

３ その他 

（１）現行の「警察職員服務規程」に関する訓令の見直し 

本規則は、警察法第５条第２項第 17 号に規定する「警察職員の勤務の基

準」として、職務倫理及び服務の基準を定めたものであり、全国の警察職員

はこの基準に従う必要があることから、現行の「警察職員服務規程」に関す

る訓令がこの基準に沿ったものとなるよう、改正する予定である。 

（２）「警察職員の信条」の廃止 

本規則第２条第２項において、既存の「警察職員の信条」の内容を一部改

め、これを「職務倫理の基本」として規定したことに伴い、「警察職員の信

条」の制定について（昭和 59年８月 28日付け警察庁乙務発第７号）は廃止

された。 

（３）「職務倫理の基本」の手帳へのちょう付等 

本規則第２条第２項で定められた「職務倫理の基本」は、警察職員一人一

人に確実に定着させる必要があることから、警察職員が常にこれを確認する

ことができるよう「職務倫理の基本」を記載した書面を警察官にあっては警

察手帳、少年補導職員にあっては少年補導職員手帳の恒久用紙にちょう付

し、その他の職員にあっては適宜の方法で携帯することとする。 

第２ 解釈・運用及び留意事項 

１ 解釈及び運用 

（１）第 1条（目的）関係 

本規則でいう「職務倫理」とは、警察職員がその職務に関連して保持しな

ければならない道義上の規範であり、「服務」とは、警察職員がその勤務に

服するに当たって守らなければならい義務である。 

（２）第２条第２項（職務倫理の基本）関係 

「職務倫理の基本」第１号の「国家と国民に奉仕」の「国家」とは、その

在り方を最終的に決める権利を国民が持ち、その活動が国民のために行われ

る、いわゆる法人としての国家であり、「国民」とは、国家の在り方を最終

的に決める主導者たる国民である。 

（３）第４条（法令等の厳守）関係 

警察職員が厳守しなければならない「上司の職務上の命令」とは、発令者

が職務上の上司であること、受命者の職務に関するものであること、その内



容が法規に抵触しないことの要件を具備している必要があり、違法であるこ

とが明らかな命令に従ってはならないことは、言うまでもないことである。 

（４）第５条（信用失墜行為の禁止）関係 

「信用失墜行為」とは、職務に関連する非行に限らず、例えば、勤務時間

外に飲酒運転を行う、不相応な借財をするなど、個人的な行為であっても、

警察職員としての身分を有するが故に、職務に支障を及ぼし警察の信用を損

なうこととなる行為をも含むものである。 

（５）第６条（個人に関する情報の保護）関係 

本条においては、個人に関する情報についてのみ規定しているが、個人に

関する情報以外の職務上知り得た秘密についても、漏らしてはならないこと

（国家公務員法第 100 条第 1 項、地方公務員法第 34 条第 1 項）ことは言う

までもなく、これは、本規則第４条の「法令の厳守」で読むこととなる。 

（６）第７条（職務の公正の保持）関係 

「職務に利害関係を有する者」とは、当該職員の職務に利害関係のある業

者及び個人（これらの者の集合体であって法人格を有しないものを含む。）

並びに当該職員の地位等の客観的な事情から当該職員が事実上影響力を及

ぼしうると考えられる他の職員の職務に利害関係のある業者及び個人（これ

らの者の集合体であって法人格を有しない者を含む。）をいう。 

２ 留意事項 

（１）「職務倫理の基本」の職員への定着 

「職務倫理の基本」の警察手帳等へのちょう付については、警察職員一人

一人がその意味を十分に理解し、自らの中に定着させる必要があることか

ら、職員に徹底すること。 

（２）「職業倫理」の呼称の廃止 

従来、警察職員が保持すべき職務に係る倫理を「職業倫理」と呼んでいた

が、本規則第１条において、これを「職務倫理」として規定したことに伴い、

今後は「職業倫理」という呼称は用いず、「職務倫理」と呼ぶこととするの

で、留意すること。 

 

 

 

 

 
 


